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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第66期中、第66期及び第67期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため、記載しておりません。 

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期 

会計期間 

平成17年 
６月１日から 
平成17年 
11月30日まで 

平成18年 
６月１日から 
平成18年 
11月30日まで 

平成19年 
６月１日から 
平成19年 
11月30日まで 

平成17年 
６月１日から 
平成18年 
５月31日まで 

平成18年 
６月１日から 
平成19年 
５月31日まで 

売上高 （百万円） 21,801 21,811 23,014 46,042 46,671 

経常利益 （百万円） 1,657 843 1,030 1,951 1,378 

中間(当期)純利益 （百万円） 663 287 355 534 194 

純資産額 （百万円） 87,338 87,624 86,974 87,470 88,189 

総資産額 （百万円） 100,738 101,432 100,965 101,841 102,796 

１株当たり純資産額 （円） 1,764.55 1,768.66 1,755.66 1,765.63 1,780.28 

１株当たり中間(当期)純

利益金額 
（円） 13.39 5.81 7.18 10.80 3.92 

潜在株式調整後１株当た

り中間(当期)純利益金額 
（円） 13.39 － － 10.80 － 

自己資本比率 （％） 86.7 86.3 86.1 85.8 85.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） 3,298 1,694 3,312 2,560 689 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △3,971 △1,134 △1,066 △5,153 △1,296 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（百万円） △331 △217 △548 29 △910 

現金及び現金同等物の

中間期末(期末)残高 
（百万円） 8,356 7,202 7,124 6,862 5,428 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

（人） 
1,682 

[ 569 ]

1,724 

[ 702 ]

1,704 

[ 742 ]

1,679 

[ 725 ] 

1,711 

[ 716 ] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注） 売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第65期中 第66期中 第67期中 第65期 第66期 

会計期間 

平成17年 
６月１日から 
平成17年 
11月30日まで 

平成18年 
６月１日から 
平成18年 
11月30日まで 

平成19年 
６月１日から 
平成19年 
11月30日まで 

平成17年 
６月１日から 
平成18年 
５月31日まで 

平成18年 
６月１日から 
平成19年 
５月31日まで 

売上高 （百万円） 15,363 15,222 15,145 32,189 32,373 

経常利益 （百万円） 1,249 1,213 621 944 1,724 

中間(当期)純利益 （百万円） 564 817 299 388 1,118 

資本金 （百万円） 13,500 13,500 13,500 13,500 13,500 

発行済株式総数 （株） 50,910,750 50,910,750 50,910,750 50,910,750 50,910,750 

純資産額 （百万円） 80,499 80,134 79,227 79,607 80,671 

総資産額 （百万円） 87,724 87,102 85,818 87,937 88,714 

１株当たり配当額 （円） 10.00 10.00 10.00 20.00 20.00 

自己資本比率 （％） 91.8 92.0 92.3 90.5 91.0 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者

数] 

（人） 
563 

[ 187 ]

562 

[ 147 ]

562 

[ 152 ]

581 

[ 178 ] 

571 

[150] 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外部への出向者は除き、グループ外からの出向者及び傭員

を含む。）であり、臨時雇用者数（嘱託、パートタイマー）は、当中間連結会計期間の平均人数を（ ）外

数で記載しております。 

２．全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない親会社の研究部門及び

親会社本社の管理部門に所属しているものであります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者及び傭員を含む。）であり、

臨時雇用者数（嘱託、パートタイマー）は、当中間会計期間の平均人数を（ ）外数で記載しております。 

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成19年11月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

卸売事業 1,402 (603) 

小売事業 91 (37) 

その他事業 14 (2) 

全社（共通） 197 (100) 

合計 1,704 (742) 

  平成19年11月30日現在

従業員数（人） 562 (152) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 ユーロ圏の伸びなど世界経済の構造変化が進む中で、米国のサブプライムローン問題の影響もあって米国経済の減

速懸念がドル離れに拍車をかけております。日本経済は大企業の設備投資や輸出がなお堅調で景気を下支えしている

ものの、建築着工の減少、原油高・円高・株価下落などの不安材料が次第に大きくなりつつあります。      

 当種苗業界を取り巻く経営環境は、内外で集約化による競争が厳しさを増しております。当社では市場ニーズに的

確に対応するため、期初から執行役員制度を導入し、経営陣の若返りと機動性の強化を図っております。また９月に

は、球根小売事業で㈱花の大和との業務提携を発表しました。両社の仕入れ、加工作業の一元化による効率化および

共同ブランド導入などによりスケールメリットを生かした事業展開を行い、球根事業の再構築と強化を目指しており

ます。 

 当中間期の業績は、前年同期比増収増益となりました。売上は、欧州・南米をはじめ海外での野菜種子の伸びが大

きく貢献しました。中でも欧州のブロッコリーが好調です。花種子も、欧州における販売網再構築の効果が出て、売

上は回復しております。一方、国内では、卸売分野で野菜種子が順調に推移しているものの、花種子・球根・資材が

不調でした。小売分野は、ホームセンター向け売上が全般的に伸びましたものの、８月16日には多治見市と熊谷市で

観測史上最高気温の40.9℃を記録するなど猛暑による天候の影響で消費が足踏みした結果、勢いは鈍化いたしまし

た。 

 経常利益、中間純利益は前期比増益となりましたものの、営業外費用、特別損失の計上が増加したことから期初予

想には届きませんでした。これは主として、サブプライム問題再燃により、①米国経済への不安感から為替相場が11

月に急激かつ大幅に円高・ドル安へ動いたことにより、前期の為替差益１億30百万円から一転して、為替差損２億45

百万円が発生したこと、②内外金融市場の混乱で、有価証券の一部で運用損、評価損が発生したことが大きな要因で

す。 

 以上の結果当中間期の業績は次のとおりです。 

 売上高は前年同期比12億２百万円（5.5％）増の230億14百万円（単体：同比76百万円（0.5％）減の151億45百万

円）となりました。売上総利益は同比10億50百万円（10.0％）増の115億99百万円（単体：同比１百万円（0.0％）増

の65億15百万円）となりました。営業利益は同比７億９百万円（283.5％）増の９億59百万円（単体：同比84百万円

（14.9％）減の４億82百万円）、経常利益は同比１億86百万円（22.2％）増の10億30百万円（単体：同比５億92百万

円（48.8％）減の６億21百万円）、中間純利益は同比67百万円（23.5％）増の３億55百万円（単体：同比５億17百万

円（63.3％）減の２億99百万円）となりました。 

 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

①卸売事業 

 野菜種子分野は、国内は微増にとどまりましたが、海外の伸びが非常に好調で、当中間期の業績を牽引しました。

特に欧州においてブロッコリーの新品種パルテノンの好調が続いており、アジア向けニンジンや南米ではピーマンも

順調でした。また前期に北米業績にダメージを与えたメキシコ向けペパーは、回復の兆しが出てきました。重点戦略

商品のトマトは、北米および国内で着実に伸びております。ホウレンソウについては、べと病Ｒ-７耐病性品種の国

内市場への早期投入が奏功し、前期の減収を取り戻しつつありますが、北米ではベビーリーフ市場が、Ｏ-157問題で

スローダウンした影響を受けました。 

 花種子分野は、欧州では販売網の見直しが順調に進み増収となりましたが、国内と北米が低調でした。トルコギキ

ョウを軸に、プリムラ、ベゴニア等が好調に推移いたしましたが、パンジーが原油高など生産コストの上昇と市況低

迷による生産意欲の減退を受け苦戦しました。 

  苗木分野は、競争が激化する中で品質強化に努めており、英国、デンマークを中心に花苗が順調に推移しました。

国内は全般的に前期比横ばいでした。 

 球根分野は、生産者向け売上の減少を小売向け売上増でカバーしております。ユリなど不採算商品の削減に努め、

採算の確保を図っております。 

 資材分野は、原油高等による値上げと市況冷え込みによる生産者の購入意欲減退が響き、ＰＯ系フィルムをはじめ

とする環境エコロジー商品を除き、農機具、肥料、用土、農薬、ビニールなど幅広い品目にわたって落ち込みが続い

ています。実需の効果的な取り込みに努力しております。 

 この結果、売上高は前年同期比８億47百万円（同5.1％）増の174億86百万円、営業利益は前年同期比７億５百万円

（同23.2％）増の37億51百万円と増収増益になりました。 



②小売事業 

 ホームガーデン分野は、猛暑により消費者、園芸愛好家の足が止まったため、売上は前期比では伸びたものの、期

初の予定には届きませんでした。品目は、園芸資材、苗物、球根、樹木など全般的に好調に推移しました。販売経費

の増加に対応すべく、配送所の共有など物流の再構築によるコスト削減に取り組んでおります。また小売商品統括部

の新設により、ホームガーデン分野の共同仕入、在庫共有化など業務の効率化を図っております。 

 通信販売部は、農園芸資材の不振が大きく、前年同期比実績割れとなりましたが、野菜苗、花苗、果樹苗など苗物

は好調に推移しました。業務効率化および経費削減、収益増強を視野において、受注、商品管理業務の見直しを行っ

ております。 

 ガーデンセンターは、８月にリニューアルオープンを行い、愛好家の取り込みを図りました。園芸鉢、用土、肥料

など資材類は順調です。 

 この結果、売上高は前年同期比３億84百万円（同7.8％）増の53億５百万円となりましたが、販管費の増加により

営業損失は前年同期比６百万円（同1.7％）増加して４億23百万円となりました。 

③その他事業 

 造園分野は、屋上緑化等の民間工事やパークゴルフ場等の芝生造成管理工事をはじめ積極的に取り組んでおります

が、官公庁工事の完工が下期になるため低調でした。緑花分野は、緑花苗、芝草、球根など好調で前期比増収となり

ました。 

 この結果、売上高は前年同期比29百万円（同11.8％）減の２億21百万円、営業損失は前年同期比10百万円（同

81.0％）増加して24百万円となりました。 

 

 所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。 

 

①日本 

 野菜種子は卸・小売とも前期比微増でした。花種子は主力の卸向けパンジーが不振でした。苗木・球根・資材は、

ともにホームセンター向けを中心に伸びました。一方で原油高による値上げ等の影響を受けて、卸売資材の落込みが

続いております。 

 輸出は、アジア向けが増加いたしました。しかし今期より委託生産注文の本社経由を取りやめ子会社間での直接取

引に変更した結果、前年同期比売上高は減少しました。野菜種子では、中国向けニンジンがきわめて好調に推移しま

した。花種子は欧州向けラナンキュラスが順調でしたが、北米向けパンジーは減少しました。 

 本社では、企業価値の創造に向けて、内部統制に関する体制整備を推進しております。 

 この結果、売上高は前年同期比２億30百万円（同1.7％）増の141億７百万円、営業利益は販管費の増加等により前

年同期比98百万円（同3.2％）減の29億79百万円と増収減益になりました。 

 

②北米 

 野菜がトマト中心に順調に推移しました。主力商品のブロッコリーは前年同期並でしたが、前期不振のペパーは回

復の兆しが出ており、今後に期待が持てます。ホウレンソウなどベビーリーフ商材がＯ-157発生の影響を受けて低調

でした。花は全般的にやや減少いたしましたが、主力販売先の発注遅れの影響によるものです。輸出は本社向けが増

加しました。販管費は横ばいでした。 

 この結果、売上高は前年同期比78百万円（同2.8％）増の29億17百万円、営業損失は前年同期比２百万円（同

1.2％）改善して、１億78百万円となりました。 

 

③欧州 

 野菜種子、花種子、苗木ともに売上が好調で、当中間期の業績を牽引いたしました。野菜種子では、スペイン、フ

ランスでブロッコリーの新品種パルテノンの販売が引き続き好調でした。花種子は、前期以来見直しを行っている販

売体制の再構築の効果が、コスト面でも現れてきております。苗木は英国、デンマークともに順調です。   

 この結果、売上高は前年同期比７億33百万円（同23.4％）増の38億64百万円、営業利益は前年同期比２億３百万円

（同157.6％）増の３億32百万円と増収増益になりました。 



④その他地域 

 南米の業績は順調に回復しております。主力のトマトは減収となりましたが、準主力商品群のピーマン、レタス、

カボチャなどが堅実に伸び、ダイコン、カブなどの新規商品群も好調です。 

 韓国はハクサイ、ダイコンがともに順調でした。しかし、日本からの輸入種子は、トマトの種子の供給不足もあり

やや減収となりました。販管費は社員数の増加に伴い増加しております。 

 この結果、売上高は前年同期比１億59百万円（同8.1％）増の21億24百万円、営業利益は前年同期比０百万円（同

1.0％）増の59百万円と増収増益になりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は71億24百万円となり、前連結会計年度

末より16億95百万円増加(前年同期比1.1%減)いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとお

りであります。 

 

①営業活動によるキャッシュフロー 

 営業活動の結果得られた資金は33億12百万円(同95.5%増)となりました。これは主に、税金等調整前中間純利益８

億12百万円、減価償却費10億79百万円、売上債権の減少額24億33百万円等による増加と、たな卸資産の増加額９億52

百万円等による減少であります。 

 

②投資活動によるキャッシュフロー 

 投資活動の結果使用した資金は10億66百万円(同6.0%減)となりました。これは主に、投資有価証券の取得による支

出８億71百万円等によるものであります。 

 

③財務活動によるキャッシュフロー 

 財務活動の結果使用した資金は５億48百万円(同152.0%増)となりました。これは主に、短期借入金の純減額１億３

百万円、配当金の支払額４億94百万円等によるものであります。 



２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前年同期比（％） 

卸売事業   8,527 百万円 100.1 

小売事業 3,916 111.6 

その他事業  186 69.1 

合計  12,630 102.7 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前年同期比（％） 

卸売事業    17,486 百万円 105.1 

小売事業  5,305 107.8 

その他事業  221 88.2 

合計  23,014 105.5 



５【研究開発活動】 

 当社グループの主力商品である野菜と花の品種育成に関しては、国内外に計16箇所の研究施設を配備し多様な地域

文化や環境に適応した商品開発を行っております。また、当社の農園芸資材の研究開発は資材統括部が主導して、自

社開発のみならず、他社・他機関との共同開発にも注力をしております。 

 研究開発者はグループ全体で約400人、当中間連結会計期間における研究開発費は18億12百万円であります。 

（１）卸売事業 

①野菜 

 野菜は、世界中で同一品種が作付けされていることは稀であり、通常はそれぞれの国と地域の食文化と気候風土に

あった品種が作付けされています。そのため、世界各国に農場を配置し、それぞれの国と地域にあった育種目標を掲

げて研究開発を行っております。各国間の連携により、まったく新しい品種を育成し、新しい食文化をお届けできる

ように力を入れております。 

 日本国内での最新の研究成果として、複合耐病虫性を持ち、果実の品質と食味が抜群によい、夏秋、抑制栽培に最

適な大玉トマト「りんか409」、産地に深刻な被害をもたらしている黄化葉巻病の耐病性を備えた赤熟出荷向き大玉

トマト「秀麗（しゅうれい）」、産地で被害の大きいべと病Ｒ-１～７抵抗性を備えた秋まき用ホウレンソウ超多収

タイプ「トラッド７（セブン）」および極濃緑タイプ「クロノス」等、オリジナル性の高い新品種を発表いたしまし

た。また、日本種苗協会主催の全日本野菜品種審査会において、キャベツ「SK2-227」が１等特別賞を受賞いたしま

したように、次世代の育種も順調に進んでおります。 

  

②花 

 国内では掛川総合研究センター及び三郷試験場、国外ではデンマークのSakata Ornamentals Europe A/S、コスタ

リカのSakata Centroamerica,S.A.を開発の拠点とし、米国、フランス等の農場、産地で適応性試験を行いながら品

種開発を行っております。これらの研究の成果といたしまして、低温短日期に向くトルコギキョウ、「エスコートホ

ワイト」、耐暑性、旺盛な生育力で好評をいただいておりますサンパチェンスシリーズの新色として、「コロナ」、

「ブラッシュピンク」、「プロミネンス」を開発いたしました。またメカルドニアの新品種としまして、「イエロー

クロサイト」も発表いたしました。これら研究開発により、日本種苗協会主催の「第53回全日本花卉種苗審査会」に

おいて、ジニアプロフュージョン「SM5-189」が１等特別賞に選ばれ、アメリカにおけるSociety of American 

Floristsの花壇苗部門においてスーパーカル、「テラコッタ」がBest in Classを受賞するなど、当社は国内外で高

い評価を頂いております。 

  

（２）小売事業 

 当該事業に該当する研究開発は行っておりません。 

 なお、種苗等の研究開発については、（１）卸売事業に記載しております。 

（３）その他事業 

 当該事業に該当する研究開発は行っておりません。 

 なお、種苗等の研究開発については、（１）卸売事業に記載しております。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はあ

りません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

    該当事項はありません。 

  

  

(3）【ライツプランの内容】 

     該当事項はありません。 

  

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 104,000,000 

計 104,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成19年11月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成20年２月15日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 50,910,750  同左 
東京証券取引所市場第一

部 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 50,910,750  同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成19年６月１日～ 

平成19年11月30日 
 －  50,910,750  － 13,500  － 10,823 



(5）【大株主の状況】 

 （注）１．所有株式数は百株未満を切り捨てて記載しております。 

２．上記銀行の所有株式数には、信託業務にかかる株式を以下のとおり含んでおります。 

    ３．当社は、自己株式1,419.1千株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。 

  平成19年11月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社ティーエム興産 東京都千代田区神田東松下町37 7,607.9 14.94 

エスアイエス セガ インタ
ーセトル エージー 
（常任代理人 株式会社三菱
東京UFJ銀行） 

Baslerstrasse 100, CH－4600 Olten  
Switzerland 
(東京都千代田区丸の内２丁目７－１) 

3,560.1 6.99 

株式会社みずほ銀行 

（常任代理人 資産管理サー
ビス信託銀行株式会社） 

東京都千代田区内幸町１丁目１－５ 
(東京都中央区晴海１丁目８－12) 

2,264.1 4.44 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１－２ 1,990.7 3.91 

丸一鋼管株式会社 大阪市西区北堀江３丁目９－１０ 1,199.4 2.35 

日本マスタートラスト信託銀
行株式会社 

東京都港区浜松町２丁目１１－３ 1,087.3 2.13 

日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８－11 939.5 1.84 

三菱UFJ信託銀行株式会社 
 (常任代理人 日本マスター 
 トラスト信託銀行株式会 
 社）       

東京都千代田区丸の内１丁目４－５  
 (東京都港区浜松町２丁目１１－３) 

838.5 1.64 

株式会社横浜銀行 
（常任代理人 資産管理サー
ビス信託銀行株式会社） 

横浜市西区みなとみらい３丁目１－１ 
(東京都中央区晴海１丁目８－12) 

744.0 1.46 

佐々木 嘉樹 
  

大阪市 
  

700.0 1.37 

計 － 20,931.7 41.11 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 1,087.3千株

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 939.5千株

三菱UFJ信託銀行株式会社 296.7千株



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数11個が含まれております。 

②【自己株式等】 

  平成19年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式 1,419,100 
－ 

 権利内容に何ら限定の 

 ない当社における標準 

 となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 49,419,100 494,191 同上 

単元未満株式 普通株式     72,550 － 
１単元（100株）未満  

の株式 

発行済株式総数 50,910,750 － － 

総株主の議決権 － 494,191 － 

  平成19年11月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

株式会社サカタのタネ 
横浜市都筑区仲町台

二丁目７番１号 
1,419,100 － 1,419,100 2.79 

計 － 1,419,100 － 1,419,100 2.79 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

   前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

月別 平成19年６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

最高（円） 1,565 1,624 1,590 1,575 1,569 1,551 

最低（円） 1,502 1,440 1,441 1,467 1,490 1,466 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日

まで）及び前中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで）の中間連結財務諸表及び中間財務諸表に

ついて、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年６月１日から

平成19年11月30日まで）及び当中間会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで）の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年11月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※２   13,581     15,191     13,672  

２．受取手形及び売掛
金 

※２   10,768     10,884     13,133  

３．有価証券     525     55     47  

４．たな卸資産 ※２   19,228     20,700     19,605  

５．その他     2,626     2,473     2,439  

    貸倒引当金     △462     △259     △262  

流動資産合計     46,267 45.6   49,045 48.6   48,636 47.3 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1)建物及び構築物 ※１   13,469   12,791     13,157  

(2)機械装置及び運搬
具 

※1，2   2,083   1,976     1,998  

(3)土地 ※２   14,883   14,805     14,784  

(4)その他 ※１   767   748     594  

有形固定資産合計     31,203 30.8   30,322 30.0   30,535 29.7 

２．無形固定資産     2,321 2.3   1,778 1.8   1,924 1.9 

３．投資その他の資産                    

(1)投資有価証券     19,086   19,060     20,678  

(2)その他     2,879   1,196     1,422  

   貸倒引当金     △326   △438     △400  

投資その他の資産合
計     21,639 21.3   19,818 19.6   21,700 21.1 

固定資産合計     55,164 54.4   51,919 51.4   54,160 52.7 

資産合計     101,432 100.0   100,965 100.0   102,796 100.0 

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金 

    3,432     3,595     4,088  

２．短期借入金 ※２   2,676     2,560     2,610  

３．未払法人税等     417     347     427  

４．その他     3,928     4,623     3,631  

流動負債合計     10,455 10.3   11,126 11.0   10,758 10.5 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金     1,785     1,441     1,595  

２．役員退職慰労引当
金     264     210     289  

３．その他 ※２   1,302     1,212     1,962  

固定負債合計     3,353 3.3   2,864 2.9   3,848 3.7 

負債合計     13,808 13.6   13,991 13.9   14,607 14.2 

                      

 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年11月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成19年５月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

                     

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     13,500 13.3   13,500 13.4   13,500 13.1 

２．資本剰余金     10,823 10.7   10,823 10.7   10,823 10.5 

３．利益剰余金     61,970 61.1   61,242 60.7   61,382 59.8 

４．自己株式     △2,092 △2.1   △2,095 △2.1   △2,094 △2.0 

株主資本合計     84,201 83.0   83,470 82.7   83,611 81.4 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    3,024 3.0   2,515 2.5   3,759 3.7 

２．為替換算調整勘定     311 0.3   904 0.9   739 0.7 

評価・換算差額等合
計 

    3,335 3.3   3,420 3.4   4,499 4.4 

Ⅲ 少数株主持分     86 0.1   83 0.0   79 0.0 

純資産合計     87,624 86.4   86,974 86.1   88,189 85.8 

負債純資産合計     101,432 100.0   100,965 100.0   102,796 100.0 

                      



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     21,811 100.0   23,014 100.0   46,671 100.0 

Ⅱ 売上原価     11,262 51.6   11,414 49.6   24,716 53.0 

売上総利益     10,549 48.4   11,599 50.4   21,955 47.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   10,298 47.2   10,639 46.2   21,682 46.4 

営業利益     250 1.2   959 4.2   273 0.6 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   124     128     259    

２．受取配当金   187     226     220    

３．受取賃貸料   89     122     190    

４．負ののれん償却額   48     8     97    

５．為替差益   130     －     346    

６．その他   198 779 3.6 51 537 2.3 288 1,403 3.0 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   60     84     137    

２．為替差損   －     245     －    

３．その他   125 186 0.9 137 467 2.0 160 298 0.6 

経常利益     843 3.9   1,030 4.5   1,378 3.0 

Ⅵ 特別利益                    

１．固定資産売却益 ※２ －     4     76     

２．投資有価証券売却
益   2     －     33     

３．貸倒引当金戻入益   46     －     91     

４．その他   4 53 0.2 3 8 0.0 158 361 0.7 

Ⅶ 特別損失                    

１．減損損失 ※３ 4     14     362    

２．投資有価証券評価
損   －     152     －    

３．生産補償費   －     32     －    

４．特別退職金   －     24     －    

５．その他   － 4 0.0 2 226 1.0 196 558 1.2 

税金等調整前中間
（当期）純利益     892 4.1   812 3.5   1,180 2.5 

法人税、住民税及
び事業税   382     279     532    

法人税等調整額   217 599 2.8 172 451 2.0 456 989 2.1 

少数株主利益又は
少数株主損失(△)     5 0.0   5 0.0   △2 △0.0 

中間（当期）純利
益     287 1.3   355 1.5   194 0.4 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで） 

 

株主資本 

資本金 
（百万円） 

資本剰余金 
（百万円） 

利益剰余金 
（百万円） 

自己株式 
（百万円） 

株主資本合計 
（百万円） 

平成18年5月31日 残高 13,500 10,823 62,178 △2,090 84,410 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － △494 － △494 

中間純利益 － － 287 － 287 

自己株式の取得 － － － △2 △2 

自己株式の処分 － △0 － 0 0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 － △0 △207 △2 △209 

平成18年11月30日 残高 13,500 10,823 61,970 △2,092 84,201 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 
（百万円） 

純資産合計 
（百万円） 

その他有価証券評
価差額金 
（百万円） 

為替換算調整勘定 
（百万円） 

評価・換算差額等
合計 
（百万円） 

平成18年5月31日 残高 2,808 170 2,979 80 87,470 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － － － △494 

中間純利益 － － － － 287 

自己株式の取得 － － － － △2 

自己株式の処分 － － － － 0 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

216 140 356 5 362 

中間連結会計期間中の変動額合計 216 140 356 5 153 

平成18年11月30日 残高 3,024 311 3,335 86 87,624 



当中間連結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで） 

 

株主資本 

資本金 
（百万円） 

資本剰余金 
（百万円） 

利益剰余金 
（百万円） 

自己株式 
（百万円） 

株主資本合計 
（百万円） 

平成19年5月31日 残高 13,500 10,823 61,382 △2,094 83,611 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － △494 － △494 

中間純利益 － － 355 － 355 

自己株式の取得 － － － △3 △3 

自己株式の処分 － 0 － 1 1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － 

中間連結会計期間中の変動額合計 － 0 △139 △1 △140 

平成19年11月30日 残高 13,500 10,823 61,242 △2,095 83,470 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 
（百万円） 

純資産合計 
（百万円） 

その他有価証券評
価差額金 
（百万円） 

為替換算調整勘定 
（百万円） 

評価・換算差額等
合計 
（百万円） 

平成19年5月31日 残高 3,759 739 4,499 79 88,189 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当 － － － － △494 

中間純利益 － － － － 355 

自己株式の取得 － － － － △3 

自己株式の処分 － － － － 1 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△1,243 165 △1,078 4 △1,074 

中間連結会計期間中の変動額合計 △1,243 165 △1,078 4 △1,215 

平成19年11月30日 残高 2,515 904 3,420 83 86,974 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで） 

 

株主資本 

資本金 
（百万円） 

資本剰余金 
（百万円） 

利益剰余金 
（百万円） 

自己株式 
（百万円） 

株主資本合計 
（百万円） 

平成18年5月31日 残高 13,500 10,823 62,178 △2,090 84,410 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当 － － △989 － △989 

当期純利益 － － 194 － 194 

自己株式の取得 － － － △4 △4 

自己株式の処分 － △0 － 0 0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

－ － － － － 

連結会計年度中の変動額合計 － △0 △795 △3 △799 

平成19年5月31日 残高 13,500 10,823 61,382 △2,094 83,611 

 

評価・換算差額等 

少数株主持分 
（百万円） 

純資産合計 
（百万円） 

その他有価証券評
価差額金 
（百万円） 

為替換算調整勘定 
（百万円） 

評価・換算差額等
合計 
（百万円） 

平成18年5月31日 残高 2,808 170 2,979 80 87,470 

連結会計年度中の変動額          

剰余金の配当 － － － － △989 

当期純利益 － － － － 194 

自己株式の取得 － － － － △4 

自己株式の処分 － － － － 0 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

950 569 1,519 △1 1,518 

連結会計年度中の変動額合計 950 569 1,519 △1 718 

平成19年5月31日 残高 3,759 739 4,499 79 88,189 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで)

当中間連結会計期間 
(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

       

税金等調整前中間(当期)純
利益 

  892 812 1,180 

減価償却費   1,148 1,079 2,343 

負ののれん償却額   △48 △8 △97 

受取利息及び受取配当金   △311 △354 △480 

支払利息   60 84 138 

為替差損益   6 65 △12 

減損損失   4 14 362 

投資有価証券評価損   － 152 － 

投資有価証券売却損益   △2 － △33 

売上債権の増減額   2,469 2,433 89 

たな卸資産の増減額   △1,197 △952 △1,301 

仕入債務の増減額   △1,510 △547 △942 

未払賞与の増加額   562 621 － 

その他   △454 △4 △552 

小計   1,618 3,398 694 

利息及び配当金の受取額   329 353 491 

利息の支払額   △49 △81 △151 

法人税等の支払額   △204 △357 △345 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  1,694 3,312 689 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

       

定期預金の預入による支出   △749 △519 △1,555 

定期預金の払戻による収入   616 795 1,161 

有価証券の取得による支出   △10 △18 △95 

有価証券の売却による収入   155 0 355 

有形固定資産の取得による
支出 

  △541 △629 △984 

無形固定資産の取得による
支出 

  △390 △113 △498 

 



   
前中間連結会計期間 

(平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで)

当中間連結会計期間 
(平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで)

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
(平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで)

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

投資有価証券の取得による
支出 

  △983 △871 △1,308 

投資有価証券の売却による
収入 

  2 － 66 

有価証券及び投資有価証券
の償還による収入 

  690 210 1,099 

貸付けによる支出   △2 △0 △28 

貸付金の回収による収入   4 5 35 

その他   72 75 456 

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  △1,134 △1,066 △1,296 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

       

短期借入金の純増減額   285 △103 98 

自己株式の取得による支出   △2 △3 △3 

配当金の支払額   △490 △494 △990 

その他   △9 53 △14 

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  △217 △548 △910 

         

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

  △2 △3 84 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加
（減少）額 

  339 1,695 △1,433 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  6,862 5,428 6,862 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末(期末)残高 

※1 7,202 7,124 5,428 

          

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社数     43社 

主要な連結子会社名 

Sakata Seed America,   

Inc.、Sakata Vegetables 

Europe S.A.R.L.、 

Sakata Ornamentals 

Europe A/S、 

Sakata Seed Sudamerica  

Ltda.、 

Sakata Korea Co., Ltd、 

日本ジフィーポット・プロ

ダクツ㈱、㈱ブロリード 

(1）連結子会社数     44社 

主要な連結子会社名 

同左 

(1）連結子会社数     44社 

主要な連結子会社名 

同左 

        ──────         ────── (連結の範囲を変更した理由) 

当連結会計年度において、

Qualiveg Seed Production, 

Inc. をSakata Seed America, 

Inc. に吸収合併したため、連

結対象から除外いたしました。 

(2）非連結子会社の主要会社名等 

 該当事項はありません。 

  

(2）非連結子会社の主要会社名等 

同左 

  

(2）非連結子会社の主要会社名等 

同左 

  

２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 ２．持分法の適用に関する事項 

(1）持分法適用会社数 (1）持分法適用会社数 (1）持分法適用会社数 

０社 同左 同左 

(2）持分法非適用会社の主要会社名 

関連会社 

Sakata Polska Sp.z o.o. 

(2）持分法非適用会社の主要会社名 

関連会社 

同左 

(2）持分法非適用会社の主要会社名 

 関連会社 

同左 

(3）持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、中間純利

益及び利益剰余金等に関してい

ずれも小規模であり、全体とし

ても中間連結財務諸表に重要な

影響を及ぼさないため、持分法

を適用しておりません。 

(3）持分法を適用しない理由 

同左 

(3）持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、当期純利

益及び利益剰余金等に及ぼす影

響は軽微であり、かつ全体とし

ても重要性が無いため、持分法

を適用しておりません。 

 



前中間連結会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社の中間決算日は、

Sakata Seed Sudamerica   

Ltda.、Sakata Seed Chile S.A.

及び坂田種苗（蘇州）有限公司

他１社が６月末日、西尾植物㈱

が８月末日、 

Sakata Seed America, Inc.及び

Sakata Ornamentals Europe A/S

他26社が９月末日、その他の子

会社は当社と同一であります。 

中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間連結決算日との差

が３ヶ月を超える４社について

は、９月末日で仮決算を行い、

その他の子会社については、そ

れぞれの中間決算日の財務諸表

を使用しております。中間連結

決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調

整を行っております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社の中間決算日は、

Sakata Seed Sudamerica   

Ltda.、Sakata Seed Chile S.A.

及び坂田種苗（蘇州）有限公司

他１社が６月末日、西尾植物㈱

が８月末日、 

Sakata Seed America, Inc.及び

Sakata Ornamentals Europe A/S

他27社が９月末日、その他の子

会社は当社と同一であります。 

中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間連結決算日との差

が３ヶ月を超える４社について

は、９月末日で仮決算を行い、

その他の子会社については、そ

れぞれの中間決算日の財務諸表

を使用しております。中間連結

決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調

整を行っております。 

３．連結子会社の事業年度に関する

事項 

連結子会社の決算日は、 

Sakata Seed Sudamerica   

Ltda.、Sakata Seed Chile S.A.

及び坂田種苗（蘇州）有限公司

他１社が12月末日、西尾植物株

式会社が２月末日、 

Sakata Seed America,Inc.及び 

Sakata Ornamentals Europe A/S

他27社が３月末日、その他の子

会社は当社と同一であります。 

連結財務諸表の作成に当たって

は、連結決算日との差が３ヶ月

を超える４社については、３月

末日で仮決算を行い、その他の

子会社については、それぞれの

決算日の財務諸表を使用してお

ります。連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法を採用し

ております。（評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。）なお、複合

金融商品については、複

合金融商品全体を一体と

して時価評価しており、

評価差額を中間連結損益

計算書に計上しておりま

す。 

  

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末の市場価

格等に基づく時価法を採

用しております。（評価

差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価

は主として移動平均法に

より算定しておりま

す。）なお、複合金融商

品については、複合金融

商品全体を一体として時

価評価しており、評価差

額を連結損益計算書に計

上しております。 

時価のないもの 

主として移動平均法によ

る原価法を採用しており

ます。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

主として総平均法による原価

法を採用しております。 

③ たな卸資産 

同左 

③ たな卸資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

主として定率法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

建物及び構築物  

２～50年 

機械装置及び運搬具  

２～15年 

その他  

２～20年 

   

    (会計方針の変更） 

 平成19年４月１日以降取得し

た有形固定資産の償却方法につ

いては、平成19年度税制改正に

より導入された新たな定額法及

び定率法に変更しております。

なお、この変更による営業利

益、経常利益及び税金等調整前

当期純利益に与える影響額は軽

微であります。 

  （追加情報）   

        平成19年度税制改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得し

た資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法

の適用により取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連結

会計年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価

償却費に含めて計上しておりま

す。 

  これにより、従来の会計処理

に比べ、営業利益、経常利益及

び税金等調整前中間純利益は19

百万円それぞれ減少しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与え

る影響は、当該箇所に記載して

おります。 

  

② 無形固定資産 

定額法 

自社利用のソフトウェアにつ

いては、主として社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損

失に備えるため、主として一

般債権については貸倒実績率

に基づき、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 役員賞与引当金 

 当社及び連結国内子会社の一

部については、役員に対する

賞与の支払に備えて、役員賞

与支給見込額のうち当中間連

結会計期間負担額を計上して

おります。なお、当中間連結

会計期間においては計上して

おりません。 

 ② 役員賞与引当金 

         同左 

 ② 役員賞与引当金 

 当社及び連結国内子会社の一

部については、役員に対する

賞与の支払に備えて、役員賞

与支給見込額のうち当連結会

計年度負担額を計上しており

ます。なお、当連結会計年度

においては計上しておりませ

ん。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、主として当連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末に発生

していると認められる額を計

上しております。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、主として当連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

数理計算上の差異は、各連結

会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（10年）による

定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌連結会計年

度から費用処理することとし

ております。 

④ 役員退職慰労引当金 

主として役員の退職慰労金支

給に備えるため、退職慰労金

支給に関する内規に基づく中

間連結会計期間末要支給額を

計上しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

主として役員の退職慰労金支

給に備えるため、退職慰労金

支給に関する内規に基づく連

結会計年度末要支給額を計上

しております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引にか

かる方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理について

は、主として税抜方式によって

おります。 

(5）消費税等の会計処理方法 

同左 

(5）消費税等の会計処理方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

(中間連結損益計算書) 

１．前連結中間会計期間において、「連結調整勘定償却 

  額」として掲記されていたものは、当中間連結会計 

  期間から、「負ののれん償却額」と表示しておりま 

  す。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

１．営業活動によるキャッシュ・フローの「役員退職 

  慰労引当金の増減額」は当中間連結会計期間におい 

  て、金額的重要性が乏しくなったため「その他」に 

  含めております。 

    なお、当中間連結会計期間の「その他」に含まれ 

    ている「役員退職慰労引当金の増減額」は△12百 

    万円であります。  

２．前連結中間会計期間において、「連結調整勘定償却 

  額」として掲記されていたものは、当中間連結会計 

  期間から、「負ののれん償却額」と表示しておりま 

  す。 

────── 

  

  

  

  

────── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年11月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年５月31日） 

※１.有形固定資産の減価償却累計額 ※１.有形固定資産の減価償却累計額 ※１.有形固定資産の減価償却累計額 

22,333百万円 22,923百万円 22,304百万円 

※２.担保に供している資産 ※２.担保に供している資産 ※２.担保に供している資産 

定期預金 21百万円 定期預金 30百万円 

売掛金 268百万円 

たな卸資産 67百万円 

土地 50百万円 

機械装置及び 

運搬具 

1百万円 

定期預金 21百万円 

上記資産について、子会社の１

年以内返済予定の長期借入金４

百万円、長期借入金５百万円の

担保に供しております。 

上記資産について、子会社の当

座借越契約251百万円、短期借

入金2百万円、１年以内返済予

定の長期借入金５百万円、長期

借入金25百万円の担保に供して

おります。なお、当中間連結期

末における当座借越の未実行残

高は103百万円であります。 

上記資産について、子会社の１

年以内返済予定の長期借入金４

百万円、長期借入金５百万円の

担保に供しております。 

 ３.       ──────  ３.偶発債務  ３.       ────── 

  平成14年８月26日、野菜４品目

の種子価格に関し、公正取引委

員会は、当社を含む元詰種子業

者32社に対し、独占禁止法第３

条に違反するとして排除勧告を

行いました。当社を含む元詰種

子業者19社は、これに応諾せず

審判が行われておりましたが、

平成18年11月27日、公正取引委

員会は排除措置を命ずる審決を

下しました。この審決を受けて

公正取引委員会は、平成19年10

月30日、35百万円の課徴金の納

付命令を下しました。 

 当社はこれを不服として、平

成18年12月25日、東京高等裁判

所に審決取消訴訟を提起し、課

徴金納付命令についても平成19

年11月５日に審判手続の開始を

同委員会に対して請求しており

ます。 

  

  



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

※１．販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のう

ち、主要な費目及び金額は次

のとおりであります。 

販売荷造費 266百万円 

運搬費 495 

広告宣伝費 415 

貸倒引当金繰入額 17 

従業員給料手当 3,893 

退職給付費用 179 

役員退職慰労引当金

繰入額 
33 

減価償却費 946 

販売荷造費 268百万円 

運搬費 581 

広告宣伝費 376 

貸倒引当金繰入額 8 

従業員給料手当 4,104 

退職給付費用 24 

役員退職慰労引当金

繰入額 
65 

減価償却費 855 

販売荷造費 564百万円 

運搬費 1,072 

広告宣伝費 933 

貸倒引当金繰入額 60 

従業員給料手当 8,134 

退職給付費用 349 

役員退職慰労引当金

繰入額 
42 

減価償却費 1,909 

※２．   ────── ※２．固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

  

建物及び構築物 0百万円 

機械装置及び運搬具 4 

 合計 4 

※２．固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

  

  

建物及び構築物 23百万円 

機械装置及び運搬具 34 

土地 18 

その他 0 

 合計 76 



前中間連結会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

※３．   ────── ※３．   ────── ※３．減損損失 

  当連結会計年度において、当社グ

ループは主に以下の資産グループに

おいて減損損失を計上いたしまし

た。 

 当社グループは管理会計上の単位

を資産グループの基礎とし、独立し

たキャッシュ・フローを生み出す最

小単位でグルーピングをしておりま

す。また、賃貸資産及び遊休資産に

ついては、個別の資産グループごと

にグルーピングしております。 

 上記記載の買収に伴い認識された

無形固定資産については、株式取得

時に策定した事業計画において当初

想定していた収益見込が減少したた

め帳簿価額を回収可能価額まで減額

しました。 

 通信販売部資産及び造園緑花部資

産については、継続的に営業損失を

計上しており、かつ将来キャッシ

ュ・フローの見積り総額が当資産グ

ループの帳簿価額を下回るため、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、

当該減少額を減損損失として特別損

失に計上しております。 

 遊休施設については、除却を行っ

ております。 

 なお、回収可能価額は取引事例等

を勘案した合理的な見積りによる正

味売却価額により測定しておりま

す。     

用途 種類 場所 
減損損失

(百万円)

買収に伴

い認識さ

れた無形

固定資産

のれん及

びその他

無形固定

資産 

米国カリ

フォルニ

ア州 

285

通信販売

部資産 

リース資

産及び無

形固定資

産等 

神奈川県 

横浜市 
23

造園緑花

部資産 

機械装置

等 

神奈川県 

横浜市  
14

遊休施設
建物及び 

構築物等 

神奈川県 

横浜市他 
39



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加１千株であります。また、普通株式の 

    自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株主への単元未満株式の売渡しによる減少０千株であります。 

２．配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

 (2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 50,910 － － 50,910 

合計 50,910 － － 50,910 

自己株式        

普通株式 (注) 1,415 1 0 1,417 

合計 1,415 1 0 1,417 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月30日 

定時株主総会 
普通株式 494 10 平成18年５月31日 平成18年８月31日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年１月９日 

取締役会 
普通株式 494  利益剰余金 10 平成18年11月30日 平成19年２月13日



当中間連結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加２千株であります。また、普通

株式の自己株式の株式数の減少１千株は、ストックオプションの行使による減少１千株、単元未満株主への単元

未満株式の売渡しによる減少０千株であります。 

２．配当に関する事項 

 (1)配当金支払額 

 (2)基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（千株）

当中間連結会計期間
減少株式数（千株） 

当中間連結会計期間
末株式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 50,910 － － 50,910 

合計 50,910 － － 50,910 

自己株式        

普通株式 (注) 1,418 2 1 1,419 

合計 1,418 2 1 1,419 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年８月30日 

定時株主総会 
普通株式 494 10 平成19年５月31日 平成19年８月31日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年１月９日 

取締役会 
普通株式 494  利益剰余金 10 平成19年11月30日 平成20年２月18日



前連結会計年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注) 普通株式の自己株式の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加２千株であります。また、普通株式の 

    自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株主への単元未満株式の売渡しによる減少０千株であります。 

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（千株） 

当連結会計年度増加
株式数（千株） 

当連結会計年度減少
株式数（千株） 

当連結会計年度末株
式数（千株） 

発行済株式        

普通株式 50,910 － － 50,910 

合計 50,910 － － 50,910 

自己株式        

普通株式 (注) 1,415 2 0 1,418 

合計 1,415 2 0 1,418 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年８月30日 

定時株主総会 
普通株式 494 10 平成18年５月31日 平成18年８月31日 

平成19年１月９日 

取締役会 
普通株式 494 10 平成18年11月30日 平成19年２月13日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年８月30日 

定時株主総会 
普通株式 494  利益剰余金 10 平成19年５月31日 平成19年８月31日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

※１.現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１.現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※１.現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

     

現金及び預金勘定 13,581百万円 

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△6,378 

現金及び現金同等

物 
7,202 

現金及び預金勘定 15,191百万円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△8,067 

現金及び現金同等

物 
7,124 

現金及び預金勘定 13,672百万円

預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 
△8,243 

現金及び現金同等

物 
5,428 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累

計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

機械装置及
び運搬具 

165 56 108 

有形固定資
産（その
他） 

541 343 198 

無形固定資
産 

454 369 85 

合計 1,161 769 392 

 

取得価

額相当

額 

(百万円)

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円)

減損損

失累計

額相当

額 

(百万円)

中間期

末残高

相当額 

(百万円)

機械装置及び

運搬具 
521 125 ― 395 

有形固定資産

（その他） 
278 102 0 176 

無形固定資産

（その他） 
231 178 9 52 

合計 1,031 406 9 624 

 

取得価

額相当

額 

(百万円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円) 

減損損

失累計

額相当

額 

(百万円)

期末残

高相当

額 

(百万円)

機械装置及び

運搬具 
427 89 ― 338 

有形固定資産

（その他） 
379 188 2 189 

無形固定資産

（その他） 
409 338 9 62 

合計 1,217 615 11 590 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定して

おります。 

（注）      同左 （注） 取得価額相当額は、未経過リース料

期末残高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額等 (2) 未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 151百万円 

１年超 241 

合計 392 

    未経過リース料中間期末残高相当額 

１年内 154百万円 

１年超 470 

合計 625 

リース資産

減損勘定の

残高 

0 

    未経過リース料期末残高相当額 

１年内 154百万円 

１年超 435 

合計 590 

リース資産

減損勘定の

残高 

11 

（注） 未経過リース料中間期末残高相当額

は、未経過リース料中間期末残高

が、有形固定資産の中間期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子

込み法により算定しております。 

（注）      同左 （注） 未経過リース料期末残高相当額は、

未経過リース料期末残高が、有形固

定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 119百万円 

減価償却費相当額 119 

支払リース料 96百万円 

リース資産減損勘

定の取崩額 

9 

減価償却費相当額 87 

支払リース料 248百万円 

減価償却費相当額 248 

減損損失 11 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

 



前中間連結会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．    ────── 

    未経過リース料 

１年内 26百万円 

１年超 114 

合計 140 

    未経過リース料 

１年内 41百万円 

１年超 61 

合計 102 

 

  (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

────── 

  

────── 

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末(平成18年11月30日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 7,782 13,261 5,478 

(2)債券      

国債・地方債等 119 119 △0 

社債 2,196 1,931 △265 

その他 1,512 1,398 △113 

(3)その他 368 365 △3 

合計 11,979 17,074 5,095 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 2,531 

非上場の外国債券 0 



当中間連結会計期間末(平成19年11月30日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
中間連結貸借対照表
計上額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 8,992 13,482 4,489 

(2)債券      

国債・地方債等 119 120 0 

社債 1,703 1,480 △223 

その他 1,206 1,128 △78 

(3)その他 378 373 △5 

合計 12,401 16,584 4,183 

  中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 2,531 

非上場の外国債券 0 



前連結会計年度末(平成19年５月31日現在) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（百万円） 
連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円） 

(1)株式 8,131 14,879 6,747 

(2)債券      

国債・地方債等 119 119 △0 

社債 1,996 1,721 △275 

その他 1,246 1,117 △129 

(3)その他 360 356 △3 

合計 11,855 18,194 6,338 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

その他有価証券  

非上場株式 2,526 

非上場の外国債券 0 



（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

通貨関連 

種類 

前中間連結会計期間末 

（平成18年11月30日） 

当中間連結会計期間末 

（平成19年11月30日） 

前連結会計年度末 

（平成19年５月31日） 

契約 

額等 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価 

損益 

(百万円) 

契約 

額等 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価 

損益 

(百万円) 

契約 

額等 

(百万円) 

時価 

(百万円) 

評価 

損益 

(百万円) 

為替予約取引                  

売建                  

米ドル 30 30 0 － － － 14 14 △0 

ユーロ 14 15 △0 － － － 15 16 △0 

 買建                  

米ドル 96 103 7 107 107 0 111 120 10 

ユーロ 54 59 5 288 291 7 231 234 8 

英ポンド       1 1 △0 6 6 0 

 ノルウェークローネ － － － 7 7 0 17 17 0 

ユーロ買英ポンド売 － － － － － － 55 55 0 

米ドル買デンマーククローネ

売 
－ － － － － － 173 165 

  

    △8

 

通貨オプション取引                  

売建                  

プット                  

米ドル 69 △1 3 39 △0 2 58 △0 3 

ユーロ 61 0 4 － － － 32 － 2 

買建                  

コール                  

米ドル 

  
69 4 1 39 1 △0 58 5 3 

ユーロ 

  
61 17 15 － － － 32 10 9 

合計 458 227 37 484 408 10 806 647 30 



（ストック・オプション等関係） 

 前中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで） 

 当中間連結会計期間において新たに付与したストック・オプションはないので、該当事項はありません。 

  

 当中間連結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで） 

 当中間連結会計期間において新たに付与したストック・オプションはないので、該当事項はありません。 

 前連結会計年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで） 

１．当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  

  (注) 株式数に換算して記載しております。 

 
平成14年  

 ストック・オプション  

付与対象者の区分及び数  連結子会社の取締役22名、当社の従業員14名 

ストック・オプション数 (注)  普通株式 45,900株 

付与日  平成14年10月２日 

権利確定条件 
 付与日（平成14年10月２日）以降、権利確定日（平成16年

９月30日）まで継続して勤務していること。 

対象勤務期間  ２年間（平成14年10月２日から平成16年９月30日まで） 

権利行使期間  平成16年10月１日～平成19年８月31日 

権利行使価格      （円）                                            1,485 

付与日における公正な評価 

単価           （円） 
                                   － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで） 

（注）１．事業区分の方法及び各事業の内容 

当社の事業区分の方法は、内部管理上採用している区分によっております。 

また、これら事業区分の内容は次のとおりであります。 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間2,370百万

円、当中間連結会計期間2,344百万円、前連結会計年度4,849百万円であります。その主なものは、親会社の研究

開発部門及び親会社本社の管理部門に係る費用等であります。 

 
卸売事業 
（百万円） 

小売事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 16,639 4,921 251 21,811 － 21,811 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 133 1 62 197 △197 － 

計 16,772 4,922 313 22,008 △197 21,811 

営業費用 13,726 5,339 326 19,392 2,169 21,561 

営業利益又は営業損失 (△) 3,046 △416 △13 2,616 △2,366 250 

 
卸売事業 
（百万円） 

小売事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 17,486 5,305 221 23,014 － 23,014 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 128 0 62 190 △190 － 

計 17,615 5,305 283 23,205 △190 23,014 

営業費用 13,863 5,729 308 19,900 2,153 22,054 

営業利益又は営業損失 (△) 3,751 △423 △24 3,304 △2,344 959 

 
卸売事業 
（百万円） 

小売事業 
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高            

(1）外部顧客に対する売上高 34,121 11,309 1,240 46,671 － 46,671 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 233 1 119 354 △354 － 

計 34,354 11,311 1,360 47,026 △354 46,671 

営業費用 28,953 11,677 1,298 41,929 4,468 46,398 

営業利益又は営業損失 (△) 5,401 △366 61 5,096 △4,823 273 

事業区分 事業の内容 

卸売事業 
種苗会社・生産者への園芸商材（野菜種子・花種子・

球根・苗木・農園芸資材）の卸売 

小売事業 

ホームセンター・通信販売・直営園芸店を通じた園芸

愛好家への園芸商材（野菜種子・花種子・球根・苗

木・農園芸資材）の販売 

その他事業 造園工事・その他 



   ３．会計方針の変更及び追加情報 

   （前中間連結会計期間） 

       ────── 

    

   （当中間連結会計期間） 

    重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    （追加情報） 

     当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しており

ます。 

 この結果、従来の方法に比べ、当中間連結会計期間営業費用は、卸売事業が３百万円、小売事業が０百万円、

消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用が15百万円、それぞれ増加し、営業利益は同額減少しておりま

す。 

     

   （前連結会計年度）  

    重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    （会計方針の変更） 

  平成19年４月１日以降取得した有形固定資産の償却方法については、平成19年度税制改正により導入された新

たな定額法及び定率法に変更しております。なお、この変更による影響額は軽微であります。 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで） 

（注）１．地域は、地理的近接度及び事業活動の相互関連性等を考慮して区分しております。 

    日本以外の区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米……………アメリカ合衆国、メキシコ合衆国ほか 

(2）欧州……………オランダ王国、フランス共和国、イギリス、スペイン、デンマーク王国ほか 

(3）その他地域……………タイ王国、ブラジル連邦共和国、チリ共和国、南アフリカ共和国、大韓民国ほか

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、前中間連結会計期間2,370百万

円、当中間連結会計期間2,344百万円、前連結会計年度4,849百万円であります。その主なものは、親会社の研究

開発部門及び親会社本社の管理部門に係る費用等であります。 

  

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 13,877 2,839 3,130 1,964 21,811 － 21,811 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 1,818 471 405 519 3,215 △3,215 － 

計 15,696 3,310 3,536 2,484 25,027 △3,215 21,811 

営業費用 12,617 3,490 3,407 2,425 21,941 △379 21,561 

営業利益又は営業損失 (△) 3,078 △180 129 58 3,086 △2,835 250 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 14,107 2,917 3,864 2,124 23,014 － 23,014 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 1,547 712 485 838 3,583 △3,583 － 

計 15,654 3,630 4,350 2,962 26,598 △3,583 23,014 

営業費用 12,674 3,808 4,017 2,903 23,404 △1,349 22,054 

営業利益又は営業損失 (△) 2,979 △178 332 59 3,193 △2,234 959 

 
日本 

（百万円） 
北米 

（百万円） 
欧州 

（百万円） 
その他地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高              

(1）外部顧客に対する売上高 29,590 6,387 6,492 4,202 46,671 － 46,671 

(2）セグメント間の内部売上高又は振替高 3,700 1,625 872 1,500 7,699 △7,699 － 

計 33,291 8,013 7,364 5,702 54,371 △7,699 46,671 

営業費用 27,604 8,065 7,501 5,490 48,662 △2,263 46,398 

営業利益又は営業損失 (△) 5,686 △52 △137 212 5,709 △5,435 273 



３．会計方針の変更及び追加情報 

 （前中間連結会計期間） 

   ────── 

  

 （当中間連結会計期間） 

  重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  （追加情報） 

   当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前に取得した資産については改正前

の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しており

ます。 

 この結果、従来の方法に比べ、日本の営業費用が19百万円増加し、営業利益は同額減少しております。 

  

 （前連結会計年度）  

 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  （会計方針の変更） 

  平成19年４月１日以降取得した有形固定資産の償却方法については、平成19年度税制改正により導入された新

たな定額法及び定率法に変更しております。なお、この変更による影響額は軽微であります。 



【海外売上高】 

 （注）１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

   各区分に属する主な地域の内訳は次のとおりであります。 

(1）北米……………アメリカ合衆国、メキシコ合衆国ほか 

(2）欧州……………オランダ王国、フランス共和国、イギリス、スペイン、デンマーク王国ほか 

(3）その他地域……………タイ王国、ブラジル連邦共和国、チリ共和国、南アフリカ共和国、大韓民国ほか

２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

    北米 欧州 その他地域 計 

前中間連結会計期間 

（平成18年６月１日から 

平成18年11月30日まで） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,847 3,129 2,754 8,731 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 21,811 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高

に占める割合（％） 
13.1 14.3 12.6 40.0 

    北米 欧州 その他地域 計 

当中間連結会計期間 

（平成19年６月１日から 

平成19年11月30日まで） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 2,948 3,884 3,166 9,999 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 23,014 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高

に占める割合（％） 
12.8 16.9 13.8 43.5 

    北米 欧州 その他地域 計 

前連結会計年度 

（平成18年６月１日から 

平成19年５月31日まで） 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 6,426 6,500 5,549 18,477 

Ⅱ 連結売上高（百万円） － － － 46,671 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高

に占める割合（％） 
13.8 13.9 11.9 39.6 



（１株当たり情報） 

（注）1株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後1株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前連結会計年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

１株当たり純資産額 1,768.66円 

１株当たり中間純利

益金額 
5.81円 

１株当たり純資産額 1,755.66円 

１株当たり中間純利

益金額 
7.18円 

１株当たり純資産額 1,780.28円 

１株当たり当期純利

益金額 
3.92円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効

果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。 

     

 
前中間連結会計期間 

（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間連結会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで）

前連結会計年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 
     

 中間（当期）純利益 

 （百万円） 
287 355 194 

 普通株主に帰属しない金額 

 （百万円） 
－ － － 

 普通株式に係る中間 

 （当期）純利益（百万円） 
287 355 194 

 期中平均株式数（千株） 49,494 49,492 49,493 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益金額 
     

 普通株式増加数（千株） － － － 

希薄化効果を有しないため、

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額の算定

に含めなかった潜在株式の概

要 

平成14年８月28日定時

株主総会決議ストック

オプション（新株予約

権の数459個）普通株

式45,900株 

－ 平成14年８月28日定時

株主総会決議ストック

オプション（新株予約

権の数459個）普通株

式45,900株 



(2）【その他】 

 平成14年８月26日、野菜４品目の種子価格に関し、公正取引委員会は、当社を含む元詰種子業者32社に対し、

独占禁止法第３条に違反するとして排除勧告を行いました。当社を含む元詰種子業者19社は、これに応諾せず審

判が行われておりましたが、平成18年11月27日、公正取引委員会は排除措置を命ずる審決を下しました。この審

決を受けて公正取引委員会は、平成19年10月30日、35百万円の課徴金の納付命令を下しました。 

 当社はこれを不服として、平成18年12月25日、東京高等裁判所に審決取消訴訟を提起し、課徴金納付命令につ

いても平成19年11月５日に審判手続の開始を同委員会に対して請求しております。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 
(平成18年11月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年11月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※２ 9,675     11,216     10,072    

２．受取手形   1,771     1,606     2,380    

３．売掛金   6,928     6,749     8,636    

４．有価証券   509     29     39    

５．たな卸資産   10,142     10,396     10,076    

６．その他   1,630     1,508     1,272    

    貸倒引当金   △290     △51     △80    

流動資産合計     30,367 34.9   31,456 36.7   32,398 36.5 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産                    

(1)建物 ※１ 9,047     8,570     8,794    

(2)土地   12,968     12,966     12,968    

(3)その他 ※１ 1,365     1,263     1,316    

有形固定資産合計     23,382 26.8   22,800 26.5   23,080 26.0 

２．無形固定資産     1,249 1.4   998 1.2   1,085 1.2 

３．投資その他の資産                    

(1)投資有価証券   18,711     18,734     20,298    

(2)関係会社株式   9,058     9,472     9,058    

(3)その他   4,667     2,807     3,199    

   貸倒引当金   △334     △450     △406    

投資その他の資産合
計     32,102 36.9   30,563 35.6   32,150 36.3 

固定資産合計     56,734 65.1   54,362 63.3   56,315 63.5 

資産合計     87,102 100.0   85,818 100.0   88,714 100.0 

                     

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形   650     549     1,046    

２．買掛金   1,810     1,859     2,117    

３．未払法人税等   270     154     162    

４．その他 ※３ 2,116   2,249 1,995  

流動負債合計     4,847 5.6   4,812 5.6   5,322 6.0 

Ⅱ 固定負債                    

１．退職給付引当金   1,300     1,119     1,143    

２．役員退職慰労引当
金   206     131     219    

３．その他   613     528     1,357    

固定負債合計     2,119 2.4   1,779 2.1   2,720 3.0 

負債合計     6,967 8.0   6,591 7.7   8,042 9.0 

 



   
前中間会計期間末 

(平成18年11月30日) 
当中間会計期間末 
(平成19年11月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年５月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     13,500 15.5   13,500 15.7   13,500 15.2 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   10,823     10,823     10,823     

(2）その他資本剰余
金 

  0     0     0     

資本剰余金合計     10,823 12.4   10,823 12.6   10,823 12.2 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   1,010     1,010     1,010     

(2）その他利益剰余
金 

                    

為替変動積立金   300     300     300     

建設積立金   250     250     250     

海外市場開拓積立金   80     80     80     

圧縮積立金   236     236     236     

別途積立金   50,500     50,500     50,500     

繰越利益剰余金   2,487     2,099     2,294     

利益剰余金合計     54,864 63.0   54,476 63.5   54,671 61.7 

４．自己株式     △2,092 △2.4   △2,095 △2.4   △2,094 △2.4 

株主資本合計     77,095 88.5   76,704 89.4   76,900 86.7 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    3,039 3.5   2,523 2.9   3,771 4.3 

評価・換算差額等合
計 

    3,039 3.5   2,523 2.9   3,771 4.3 

純資産合計     80,134 92.0   79,227 92.3   80,671 91.0 

負債純資産合計     87,102 100.0   85,818 100.0   88,714 100.0 

                      



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前事業年度の要約損益計算書 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     15,222 100.0   15,145 100.0   32,373 100.0 

Ⅱ 売上原価     8,708 57.2   8,630 57.0   19,492 60.2 

売上総利益     6,513 42.8   6,515 43.0   12,881 39.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     5,946 39.1   6,032 39.8   12,273 37.9 

営業利益     566 3.7   482 3.2   607 1.9 

Ⅳ 営業外収益 ※１   673 4.4   485 3.2   1,164 3.6 

Ⅴ 営業外費用  ※２    26 0.1   347 2.3   47 0.2 

経常利益     1,213 8.0   621 4.1   1,724 5.3 

Ⅵ 特別利益  ※４    48 0.3   － －   151 0.5 

Ⅶ 特別損失 ※5，6   4 0.0   133 0.9   71 0.2 

税引前中間（当
期）純利益     1,257 8.3   487 3.2   1,804 5.6 

法人税、住民税及
び事業税   269     160     234    

法人税等調整額   171 440 2.9 27 187 1.2 451 686 2.1 

中間（当期）純利
益     817 5.4   299 2.0   1,118 3.5 

              



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで） 

 

株主資本 

資本金 
(百万円)

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 
(百万円) 

その他 
資本 
剰余金 
(百万円)

資本剰余
金合計 
(百万円)

利益 
準備金 
(百万円)

その他利益剰余金 

為替変動
積立金 
(百万円)

建設 
積立金  
(百万円)

海外市場 
開拓 
積立金  
(百万円) 

圧縮 
積立金 
(百万円) 

平成18年５月31日 残高 13,500 10,823 0 10,823 1,010 300 250 80 236 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当 － － － － － － － － － 

別途積立金の取崩し  － － － － － － － － － 

中間純利益 － － － － － － － － － 

自己株式の取得 － － － － － － － － － 

自己株式の処分 － － △0 △0 － － － － － 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 － － △0 △0 － － － － － 

平成18年11月30日 残高 13,500 10,823 0 10,823 1,010 300 250 80 236 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
(百万円) 

利益剰余金 

自己株式 
(百万円) 

株主資本 
合計 
(百万円) 

その他
有価証券 
評価差額金 
(百万円) 

評価・換算
差額等合計 
(百万円) 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 
(百万円) 

別途 
積立金 
(百万円) 

繰越利益 
剰余金 
(百万円) 

平成18年５月31日 残高 51,500 1,165 54,542 △2,090 76,775 2,831 2,831 79,607 

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当 － △494 △494 － △494 － － △494 

別途積立金の取崩し  △1,000 1,000 － － － － － － 

中間純利益 － 817 817 － 817 － － 817 

自己株式の取得 － － － △2 △2 － － △2 

自己株式の処分  － － － 0 0 － － 0 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － 208 208 208 

中間会計期間中の変動額合計 △1,000 1,322 322 △2 319 208 208 527 

平成18年11月30日 残高 50,500 2,487 54,864 △2,092 77,095 3,039 3,039 80,134 



当中間会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで） 

 

株主資本 

資本金 
(百万円)

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 
(百万円) 

その他 
資本 
剰余金 
(百万円)

資本剰余
金合計 
(百万円)

利益 
準備金 
(百万円)

その他利益剰余金 

為替変動
積立金 
(百万円)

建設 
積立金  
(百万円)

海外市場 
開拓 
積立金  
(百万円) 

圧縮 
積立金 
(百万円) 

平成19年５月31日 残高 13,500 10,823 0 10,823 1,010 300 250 80 236 

中間会計期間中の変動額                  

剰余金の配当 － － － － － － － － － 

中間純利益 － － － － － － － － － 

自己株式の取得 － － － － － － － － － 

自己株式の処分 － － 0 0 － － － － － 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － － 

中間会計期間中の変動額合計 － － 0 0 － － － － － 

平成19年11月30日 残高 13,500 10,823 0 10,823 1,010 300 250 80 236 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
(百万円) 

利益剰余金 

自己株式 
(百万円) 

株主資本 
合計 
(百万円) 

その他
有価証券 
評価差額金 
(百万円) 

評価・換算
差額等合計 
(百万円) 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 
(百万円) 

別途 
積立金 
(百万円) 

繰越利益 
剰余金 
(百万円) 

平成19年５月31日 残高 50,500 2,294 54,671 △2,094 76,900 3,771 3,771 80,671 

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当 － △494 △494 － △494 － － △494 

中間純利益 － 299 299 － 299 － － 299 

自己株式の取得 － － － △3 △3 － － △3 

自己株式の処分  － － － 1 1 － － 1 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

－ － － － － △1,248 △1,248 △1,248 

中間会計期間中の変動額合計 － △195 △195 △1 △196 △1,248 △1,248 △1,444 

平成19年11月30日 残高 50,500 2,099 54,476 △2,095 76,704 2,523 2,523 79,227 



前事業年度の株主資本等変動計算書（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで） 

 

株主資本 

資本金 
(百万円)

資本剰余金 利益剰余金 

資本 
準備金 
(百万円) 

その他 
資本 
剰余金 
(百万円)

資本剰余
金合計 
(百万円)

利益 
準備金 
(百万円)

その他利益剰余金 

為替変動
積立金 
(百万円)

建設 
積立金  
(百万円)

海外市場 
開拓 
積立金  
(百万円) 

圧縮 
積立金 
(百万円) 

平成18年５月31日 残高 13,500 10,823 0 10,823 1,010 300 250 80 236 

事業年度中の変動額                  

剰余金の配当 － － － － － － － － － 

別途積立金の取崩し  － － － － － － － － － 

当期純利益 － － － － － － － － － 

自己株式の取得 － － － － － － － － － 

自己株式の処分 － － △0 △0 － － － － － 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 － － △0 △0 － － － － － 

平成19年５月31日 残高 13,500 10,823 0 10,823 1,010 300 250 80 236 

 

株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
(百万円) 

利益剰余金 

自己株式 
(百万円) 

株主資本 
合計 
(百万円) 

その他
有価証券 
評価差額金 
(百万円) 

評価・換算
差額等合計 
(百万円) 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 
(百万円) 

別途 
積立金 
(百万円) 

繰越利益 
剰余金 
(百万円) 

平成18年５月31日 残高 51,500 1,165 54,542 △2,090 76,775 2,831 2,831 79,607 

事業年度中の変動額                

剰余金の配当 － △989 △989 － △989 － － △989 

別途積立金の取崩し  △1,000 1,000 － － － － － － 

当期純利益 － 1,118 1,118 － 1,118 － － 1,118 

自己株式の取得 － － － △4 △4 － － △4 

自己株式の処分  － － － 0 0 － － 0 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

－ － － － － 939 939 939 

事業年度中の変動額合計 △1,000 1,128 128 △3 124 939 939 1,064 

平成19年５月31日 残高 50,500 2,294 54,671 △2,094 76,900 3,771 3,771 80,671 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を

採用しております。 

(1) 有価証券 

① 子会社及び関連会社株式 

         同左 

(1）有価証券 

① 子会社及び関連会社株式 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法を採用し

ております。（評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定して

おります。）なお、複合

金融商品については、複

合金融商品全体を一体と

して時価評価しており、

評価差額を中間損益計算

書に計上しております。 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

     同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法を採用してお

ります。（評価差額は全

部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定しており

ます。）なお、複合金融

商品については、複合金

融商品全体を一体として

時価評価しており、評価

差額を損益計算書に計上

しております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）たな卸資産 

商品及び貯蔵品は総平均法に

よる原価法を採用しておりま

す。 

(2）たな卸資産 

同左 

(2）たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（建物附属

設備を除く）については、定

額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

建物及び構築物    

２～50年    

機械装置及び運搬具    

２～15年    

その他    

２～20年    

 



前中間会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

       (会計方針の変更） 

     平成19年４月１日以降取得した有

形固定資産の償却方法について

は、平成19年度税制改正により導

入された新たな定額法及び定率法

に変更しております。なお、この

変更による営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益に与える影響

額は軽微であります。 

   （追加情報）   

   平成19年度税制改正に伴い、

平成19年３月31日以前に取得

した資産については、改正前

の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額

の５％に到達した事業年度の

翌事業年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しております。 

 これにより、従来の会計処理

に比べ、営業利益、経常利益

及び税引前中間純利益は16百

万円それぞれ減少しておりま

す。 

  

(2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 ３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率に基づ

き、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支払に備

えて、役員賞与支給見込額の

うち当中間会計期間負担額を

計上しております。なお、当

中間会計期間においては計上

しておりません。 

(2）役員賞与引当金 

同左 

(2）役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支払に備

えて、役員賞与支給見込額の

うち当事業年度負担額を計上

しております。なお、当事業

年度においては計上しており

ません。      

 



前中間会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間期末に

発生していると認められる額

を計上しております。 

数理計算上の差異は、その発

生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（10年）による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理する

こととしております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（10年）による定額

法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌事業年度から費用

処理することとしておりま

す。 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備え

るため、退職慰労金支給に関

する内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金支給に備え

るため、退職慰労金支給に関

する内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては通常の賃貸借取引にかか

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理は税抜

方式によっております。 

５．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 

５．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

同左 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年11月30日） 

前事業年度末 
（平成19年５月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

14,840百万円 15,449百万円 15,118百万円 

※２．担保に供している資産 

上記資産について、子会社の１

年以内返済予定の長期借入金４

百万円、長期借入金５百万円の

担保に供しております。 

定期預金 21百万円 

※２．担保に供している資産 

上記資産について、子会社の１

年以内返済予定の長期借入金５

百万円、長期借入金25百万円の

担保に供しております。 

定期預金 30百万円 

※２．担保に供している資産 

上記資産について、子会社の１

年以内返済予定の長期借入金４

百万円、長期借入金５百万円の

担保に供しております。 

定期預金 21百万円 

※３．消費税等の取扱い 

前払消費税等及び預り消費税等

は、相殺のうえ流動負債のその

他に含めて表示しております。 

※３．消費税等の取扱い 

同左 

※３．────── 

  

４．偶発債務 ４．偶発債務 ４．偶発債務 

(1) 債務保証 (1) 債務保証 (1) 債務保証 

     関係会社の金融機関よりの借入

金に対し次のとおり保証を行っ

ております。 

     関係会社の金融機関よりの借入

金に対し次のとおり保証を行っ

ております。 

     関係会社の金融機関よりの借入

金に対し次のとおり保証を行っ

ております。 

㈱飛騨セルトップ 8百万円 

     

㈱飛騨セルトップ 30百万円

     

㈱ブロリード 29百万円

㈱飛騨セルトップ 14  

関係会社の輸入取引について、

金融機関に支払保証を行ってお

ります。 

関係会社の輸入取引について、

金融機関に支払保証を行ってお

ります。 

関係会社の輸入取引について、

金融機関に支払保証を行ってお

ります。 

MayFord Seeds(Pty)Ltd. MayFord Seeds(Pty)Ltd. MayFord Seeds(Pty)Ltd. 

20百万円 

 ( 1,280千南アフリカランド)

20百万円

 ( 1,280千南アフリカランド)

20百万円

 ( 1,280千南アフリカランド)

 



前中間会計期間末 
（平成18年11月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年11月30日） 

前事業年度末 
（平成19年５月31日） 

(2)        ────── (2) 訴訟関係 (2)        ────── 

  平成14年８月26日、野菜４品目

の種子価格に関し、公正取引委

員会は、当社を含む元詰種子業

者32社に対し、独占禁止法第３

条に違反するとして排除勧告を

行いました。当社を含む元詰種

子業者19社は、これに応諾せず

審判が行われておりましたが、

平成18年11月27日、公正取引委

員会は排除措置を命ずる審決を

下しました。この審決を受けて

公正取引委員会は、平成19年10

月30日、35百万円の課徴金の納

付命令を下しました。 

 当社はこれを不服として、平

成18年12月25日、東京高等裁判

所に審決取消訴訟を提起し、課

徴金納付命令についても平成19

年11月５日に審判手続の開始を

同委員会に対して請求しており

ます。 

   

  



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 32百万円 

有価証券利息 32  

受取配当金 244  

為替差益 130  

受取賃貸料 83  

雑収入 149  

受取利息 33百万円

有価証券利息 24  

受取配当金 286  

受取賃貸料 118  

受取利息 69百万円

有価証券利息 59  

受取配当金 317  

為替差益 291  

受取賃貸料 199  

投資有価証券運用益 150  

※２．────── ※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．────── 

  為替差損 279百万円

投資有価証券運用損 40  

 

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 

有形固定資産 406百万円 

無形固定資産 213  

有形固定資産 396百万円

無形固定資産 171  

有形固定資産 824百万円

無形固定資産 420  

※４．特別利益のうち重要なもの ※４．────── ※４．特別利益のうち重要なもの 

貸倒引当金戻入益 45百万円   貸倒引当金戻入益 85百万円

投資有価証券売却益 33  

補償費戻入益 31  

※５．────── ※５．特別損失のうち重要なもの ※５．特別損失のうち重要なもの 

     

     

投資有価証券評価損 92百万円

生産補償費 32  

減損損失 71百万円

     

 



前中間会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

※６．―――――― ※６．―――――― ※６．減損損失 

 当事業年度において、当社は主に

以下の資産グループにおいて減損損

失を計上いたしました。 

 当社は管理会計上の単位を資産グ

ループの基礎とし、独立したキャッ

シュ・フローを生み出す最小単位で

グルーピングをしております。ま

た、賃貸資産及び遊休資産について

は、個別の資産グループごとにグル

ーピングしております。 

 上記記載の通信販売部資産及び造

園緑花部資産については、継続的に

営業損失を計上しており、かつ将来

キャッシュ・フローの見積り総額が

当資産グループの帳簿価額を下回る

ため、帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失とし

て特別損失に計上しております。 

 遊休施設については、除却を行っ

ております。 

 なお、回収可能価額は取引事例等

を勘案した合理的な見積りによる正

味売却価額により測定しておりま

す。 

用途 種類 場所 
減損損失 

(百万円) 

通信販売

部資産 

リース資産

及び無形固

定資産等 

神奈川県 

横浜市 
23

造園緑花

部資産 
機械装置等 

神奈川県 

横浜市 
14

遊休施設
建物及び 

構築物等 

神奈川県 

横浜市他 
33



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（平成18年６月１日から平成18年11月30日まで） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取りによる増加１千株であります。また、普通株

式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株主への単元未満株式の売渡しによる減少０千株であります。 

  

  

当中間会計期間（平成19年６月１日から平成19年11月30日まで） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加２千株であります。また、普通株

式の自己株式の株式数の減少１千株は、ストックオプションの行使による減少１千株、単元未満株主への単元未満

株式の売渡しによる減少０千株であります。 

  

  

前事業年度（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加２千株であります。また、普通

株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株主への単元未満株式の売渡しによる減少０千株でありま

す。 

  
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

   自己株式         

   普通株式（注） 1,415 1 0 1,417 

合計 1,415 1 0 1,417 

  
前事業年度末株式数

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

  自己株式         

   普通株式（注） 1,418 2 1 1,419 

合計 1,418 2 1 1,419 

  
前期末株式数 
（千株） 

当期増加株式数 
（千株） 

当期減少株式数 
（千株） 

当期末株式数 
（千株） 

  自己株式         

   普通株式（注） 1,415 2 0 1,418 

合計 1,415 2 0 1,418 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１．リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び期末残高相

当額 

 

取得価
額相当
額 
(百万円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(百万円) 

中間期
末残高
相当額 
(百万円) 

有形固定
資産その
他 

530 327 203 

無形固定
資産 

423 354 69 

合計 954 682 272 

 

取得価

額相当

額 

(百万円)

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円)

減損損

失累計

額相当

額 

(百万円)

中間期

末残高

相当額 

(百万円)

有形固定資

産その他 
538 154 0 383 

無形固定資

産 
171 124 9 36 

合計 709 279 9 420 

 

取得価

額相当

額 

(百万円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円) 

減損損

失累計

額相当

額 

(百万円) 

期末残

高相当

額 

(百万円)

有形固定資

産その他 
636 215 2 419 

無形固定資

産 
351 305 9 37 

合計 988 520 11 456 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

（注）     同左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等  

    未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額等  

    未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額

等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 113百万円 

１年超 158 

合計 272 

１年内 92百万円 

１年超 328 

合計 421 

リース資産減

損勘定の残高 
0 

１年内 95百万円 

１年超 360 

合計 456 

リース資産減

損勘定の残高 
11 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

（注）     同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

(3）当中間期の支払リース料、リー

ス資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

(3）当中間期の支払リース料、リー

ス資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

(3）当期の支払リース料、リース資

産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失 

支払リース料 95百万円 

減価償却費相当額 95 

支払リース料 54百万円 

リース資産減損勘

定の取崩額 

9 

減価償却費相当額 45 

支払リース料 198百万円 

減価償却費相当額 198 

減損損失 11 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（平成18年６月１日から 
平成18年11月30日まで） 

当中間会計期間 
（平成19年６月１日から 
平成19年11月30日まで） 

前事業年度 
（平成18年６月１日から 
平成19年５月31日まで） 

２．オペレーティング・リース取引 ２．オペレーティング・リース取引 ２．    ────── 

    未経過リース料 

１年内 26百万円 

１年超 114 

合計 140 

    未経過リース料 

１年内 4百万円 

１年超 3 

合計 8 

 

 (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

────── 

  

────── 

  



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 



(2）【その他】 

 平成14年８月26日、野菜４品目の種子価格に関し、公正取引委員会は、当社を含む元詰種子業者32社に対し、

独占禁止法第３条に違反するとして排除勧告を行いました。当社を含む元詰種子業者19社は、これに応諾せず審

判が行われておりましたが、平成18年11月27日、公正取引委員会は排除措置を命ずる審決を下しました。この審

決を受けて公正取引委員会は、平成19年10月30日、35百万円の課徴金の納付命令を下しました。 

 当社はこれを不服として、平成18年12月25日、東京高等裁判所に審決取消訴訟を提起し、課徴金納付命令につ

いても平成19年11月５日に審判手続の開始を同委員会に対して請求しております。 

  

 平成20年１月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり行う旨決議いたしました。 

(イ）中間配当金の総額……………………………………    494百万円 

(ロ）１株当たり中間配当金……………………………………… 10円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成20年２月18日 

（注） 平成19年11月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払を行い

ます。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第66期）（平成18年６月１日から平成19年５月31日まで）平成19年８月30日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年2月16日

株式会社サカタのタネ    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 河合  寬  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 秋山 茂盛  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

サカタのタネの平成18年6月1日から平成19年5月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年6月1日から平成

18年11月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本

等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社サカタのタネ及び連結子会社の平成18年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年6月1日から平成18年11月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成20年2月14日

株式会社サカタのタネ    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 河合  寬  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 秋山 茂盛  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サカタのタネの平成19年6月1日から平成20年5月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年6月

1日から平成19年11月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間

連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社サカタのタネ及び連結子会社の平成19年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成19年6月1日から平成19年11月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情

報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年2月16日

株式会社サカタのタネ    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 河合  寬  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 秋山 茂盛  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

サカタのタネの平成18年6月1日から平成19年5月31日までの第66期事業年度の中間会計期間（平成18年6月1日から平成18

年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社サカタのタネの平成18年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年6月1日

から平成18年11月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成20年2月14日

株式会社サカタのタネ    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 河合  寬  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 秋山 茂盛  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社サカタのタネの平成19年6月1日から平成20年5月31日までの第67期事業年度の中間会計期間（平成19年6月1

日から平成19年11月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変

動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社サカタのタネの平成19年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年6月1日

から平成19年11月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。 
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